



















































































































































































直りともとれる姿勢の根拠は、2011 年 6 月施行
の東日本大震災復興基本法にある。第 1条は、法
の目的に「復興推進」とともに「活力ある日本再生」




































































代表的なものは、災害救助法第 23 条第 1 項第
7号の「生業に必要な資金、器具又は資料の給与
又は貸与」にある「資金の給与」だろう。この問

























































































































































































































































大火砕流で 43 人の犠牲を出した 1991 年の雲仙
普賢岳噴火災害では、警戒区域が設定され、強制
的に避難を命じられた地域の人達に対し、1人 1





































































































































クラインは 2005 年 8 月、ハリケーン・カトリー
ナがアメリカ南部を襲った直後、現地入りして、
被災現場に新自由主義的復興論がとぐろを巻き始
めていた状況を取材、次のように紹介している。
その日、避難施設の被災者の間で話題となっ
ていたのは、ニューオーリンズ選出の有名な下
院議員リチャード・ベーカーがロビイストた
ちに向けて語った言葉だった。「これでニュー
オーリンズの低所得者用公営住宅がきれいさっ
ぱり一掃できた。われわれの力ではとうてい無
理だった。これぞ神の御業だ」。ニューオーリ
ンズ屈指の不動産開発業者ジョゼフ・カニザー
ロも、これとよく似た意見を述べていた。「私
が思うに、今なら一から着手できる白紙状態に
ある。このまっさらな状態は、またとないチャ
ンスをもたらしてくれている」。その週からバ
9集団主義的復興論に立ち向かう被災者責任のネットワークを
トンルージュのルイジアナ州議会には、この
ビッグチャンスを逃すまいと企業ロビイストた
ちが群がり始めていた。彼らロビイストたちが
州議会を通そうとしていたのが、減税、規制緩
和、低賃金労働力、そして「より安全でコンパ
クトな都市」の構想だった。要するに公営住宅
の再建計画を潰してマンションを建設しようと
いう案だ。
一人ひとりの生活再建より、地域としての未来
創造を、という極限例であろう。復興のメカニズ
ムで一方の考え方として示した「集団主義的復興
論」と通底するところがある。
一方、阪神・淡路大震災の折、市民グループは
「創造的復興」という言葉に反発して、「復興はい
らない。復旧でいい」とまで極言し、作家小田実
を旗頭に「生活再建援助法案」の実現をめざして、
市民＝議員立法運動を繰り広げた。
このたぐいの論争は、関東大震災の折、「帝都
復興の儀」を掲げ、「理想的帝都建設の為の絶好
の機会なり」として首都の大改造をめざした、時
の内務大臣・後藤新平に対し、福祉国家論の先駆
者である福田徳三が「私は復興事業の第一は、人
間の復興でなければならぬと主張する。人間の復
興とは大災によって破壊せられた生存の機会の復
興を意味する」と反論したのが最初と思われる。
福田にとって、建造物や道路からなる物的都市
は、あくまで「人間復興」のための手立てに過ぎ
ず、「今日の人間は、生存するために生活し、営
業し、労働せねばならぬ。すなわち生存機会の復
興は、生活・営業及び労働機会（これを総称して
営生という）の復興を意味する。道路や建物は、
この営生の機会を維持し、擁護する道具立てに過
ぎない。それらを復興しても本体たり実質たる営
生の機会が復興せられなければ何にもならないの
である」とした。まさにこちらは「個別主義的復
興論」につながるものだろう。
この論争を突き詰めていけば、「小さな政府」
か「大きな政府」か、「競争国家」か「福祉国家」
か、といった国家観、世界観の違いにまで発展し
ていくようにも思える。
（3）ガバナンス的アプローチ（governance）
復興の合意形成というアプローチは、その手法
と同時に復興の主体がだれなのかという課題に突
き当たる。いわゆるガバメントなのかガバナンス
なのか。上意下達型かボトムアップ型かという捉
え方になるのだろうが、ここは、あえてビジョン
先行型か、自己決定権優先型かという対立軸で考
えたい。
「理想的帝都建設のための機会なり」（後藤新平）
「日本経済の再生なくして被災地域の真の復興は
ない」（復興構想会議）といったたぐいは、ビジョ
ン先行型なのだろう。
対して、「市民はつねに自らの生存・生活を守
り、自らの社会の民主主義政治の形成・維持に対
して必要な法制度の確立を発議する権利と義務を
有する」（生活再建援助法案）との発議は、日本
国憲法が認める自己決定権を具現化しようとした
ものであろう。
6	 被災者責任
もちろん、これらをすべて二項対立的に捉える
ことは生産的ではないとの議論も当然にあるだろ
う。統治者のビジョンと被災者の思い、街区再建
と暮らし再生、経済と労働とが一体になって復興
はなるものだ、という教科書的な反論も予想され
るところだ。しかしながら、未来創造というビ
ジョンを掲げ、被災者より被災地を重視するとい
う集団主義的復興は、復興予算の流用を容易にす
るほどの権力機構が担っているだけに市民からの
クレームは、なかなか届かない。せいぜい慈恵的
福祉施策の中に被災者支援がちりばめられるだけ
で、被災者本位の復興など、いまのところ夢物語
なのだ。
ゆえに、われわれは「被災者責任」という被災
地・KOBE が生んだスローガンを掲げ、被災地
のネットワークを結び、被災地の知恵をフローで
はなく、ストックにして、集団主義的復興論に立
ち向かう闘いを続けていくしかない。今は、そ
う、あえて、「復興リベラリズム」の旗を掲げ、
二項対立的な論争を繰り広げていくしかない、と
考えている。
